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国立教育政策研究所 平成30-令和元年度プロジェクト研究 

「18歳人口減少期の高等教育進学需要に関する研究」 

の概要について 

 

１．調査研究の目的・概要 

（１）調査研究の目的 

本研究は，18歳人口減少期における地域ごとの大学（短期大学を除く）への進学需要の構

造を理解することを念頭に，（１）地域ごとにどのような類型の大学が集積し，大学教育機会

を提供しているのか，そして誰に利用されているのか，（２）高校生等の進学先の大学はどう

分布しているか，また，それが出身地域によってどう異なるかという問題を扱う。すなわち

大学入学者の構成と，大学進学者の進学先分布を，大学の設置者のほか，入学難易度と専攻

分野も区別して，地域ごとの相違を明らかにすることを目的とする。 

 

（２）調査研究の概要 

 以上の目的を達成するために，本研究では2015年度の『学校基本調査』の調査票情報（「出

身高校の所在地県別入学者数」の大学・学部別の個票）に，偏差値データ（河合塾による）

を結合させたデータの分析を行った。 

 報告書の構成は次のとおりである。序章では研究の目的と方法を論じた。第１章では基礎

的なデータ分析を行い，2015年度大学入学者数の分布の特徴を，大学（学部）所在地別の集

計と，出身高校所在地別の集計を通して検討した。第２章では大学入学者（大学・学部所在

地別）の構成（内訳）を，第３章では大学進学者（出身高校所在地別）の進学先の分布を，

それぞれ入学難易度と専攻分野に着目しながら詳しく分析した。第４章では，教員養成学部

を事例に，大学入学者の構成と進学者の進学先分布を整理した。補論では，いわゆる「定員

管理の厳格化」や，新型コロナウイルス感染症の影響に着目して，第１章～第４章で扱った

データの対象年次（2015年度）以降の変化について考察を行った。終章では報告書全体のま

とめを行い，その政策的インプリケーションを検討した。 

 

  【研究期間：平成30～令和元年度，研究代表者：濱中義隆（高等教育研究部副部長）】 

 

２．研究成果の概要 

 本研究により，次の五点が明らかになった。（以下，「都道府県」を基本的に「県」と略す。） 

 

（１）私立大学の偏在を背景とする大学進学率の地域格差 

第一に，私立大学は，入学難易度の高い大学ほど一部の地域に偏在しており，基本的には

そのことが背景となって，大学進学率（「出身高校所在地県別大学入学者数」を18歳人口で

除した値）の地域格差が生み出されている。 

 大都市圏（１都２府５県）と地方（それ以外の39道県）の間の収容力格差は，学力中間層
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を多く受け入れるタイプの国公立大学，本研究の区分では「国公立P」（偏差値55.0未満）よ

りも入学難易度が同等以上か，同等以下と目される大学，特に私立大学において生じている。

国公立Pはいわゆる地方国立大学に相当するが，それと難易度が同等以上の私立大学，すな

わち「私立C」（偏差値47.5～55.0未満）や「私立D」（偏差値55.0以上）は，多くが大都市圏，

特に東京に多く立地する。一方，国公立で入学難易度の高い「国公立Q」（偏差値55.0以上）

は大都市圏や，一部の地方県に立地している。 

（ここで「収容力」とは，「大学（学部）所在地県別大学入学者数」を18歳人口で除した値

で，基本的には各県の大学教育供給量の多さとみなせる指標である。また，「学力中間層」は，

本研究の区分では，国公立Pや「私立B」（偏差値40.0～47.5未満），私立Cに相当し，人数も

多いものの，あくまで大学入学者の中での「学力中間層」であり，非進学者も含めた18歳人

口全体で見れば，やや学力の高い層に相当する。なお本研究では，国公立大学と私立大学の

偏差値を，一定程度，相互に比較可能な指標として扱っている。） 

一方，地方国立大学と同等か少し難易度の低い大学（私立B・C）は大都市圏のほか，地方

における大学集積地，本研究でいう「地方X」（北海道，宮城，石川，岡山，広島，福岡）に

も多い。 

 「収容力」は大学の側から見た指標だが，今度は進学者の側から見てみると，大都市圏と

地方の間の大学進学率の差は，やはり国公立Pよりも難易度の高い大学（特に私立大学）に

入学する地方出身者が少ないことによって生じている。一方，地方の中でも大学進学率の比

較的高い「地方A」（北関東，北陸，甲信越，東海，東近畿，中国，四国）と，比較的低い「地

方B」（北海道，東北，九州・沖縄）の進学率の差は，主に，国公立Pよりも難易度が少し低

い私立大学への入学の多寡によって生じている面もある。 

 いわゆる地方国立大学のカバーしない部分で，地域間（大都市圏と地方，地方Aと地方B）

の収容力や進学率の格差が生じている事実は（国公立大学と私立大学との間に「住み分け」

の構図があるとも言える），専攻分野別の検討によっても見られる。すなわち，大学収容力全

体の半分に当たる文科系は，全体の分布と比べても一層，大都市圏に集中している。（その反

面，大都市圏の近隣の県や，宮城，石川，福岡など地方でも大学の集積した県から近い県で

は，文科系収容力が小さい。）実に文科系進学機会全体の９割弱を私立大学が占めており，「文

科系進学率」の地域差が，進学率全体の地域差を生み出していると見ることもできよう。 

なお，入学難易度の最も低い類型の「私立A」（偏差値40.0未満）に限っては，「収容力」

の地域差は余り大きくなく，地方では国公立大学と私立Aだけで，入学者数（収容力）全体

の約７割を占める。また，私立Aへの進学率も，ほぼ各県にフラットに分布していることは

重要な特徴と言える。 

 

（２）学力中間層の進学機会を確保する地方国公立大学 

 第二に指摘するべきは地方の国公立大学の役割であり，大都市圏との収容力格差を埋め，

進学機会を確保している事実が改めて確認できる。国公立大学は，大都市圏で立地が少ない

が，都道府県間における収容力の分布は，かなりフラットなものとなっている（特に国公立

P）。そのために，国公立大学進学に限った場合，地域間の進学率の差が比較的小さい。しか

も入学難易度の相対的に低い国公立Pには，国公私立を含めた大学進学率全体の水準が低い
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県ほど，多く進学している。国公立大学には県外からの入学も多いから，地方の国公立大学

は「（県外出身も含む）地方在住者」の進学機会を確保する役割が大きいと言える。 

ただし，国公立大学の中でも入学難易度の高い国公立Qは大都市圏や，一部の地方県（宮

城，石川，岡山，広島など）に偏在しており，国公立Qへの進学率も，進学率全体の水準が

高い県ほど少し高い傾向となっている。 

 専攻分野別に見れば，理科系については，国公立大学が進学機会全体の３分の１を占めて

おり，また，特に地方所在大学の場合は，国公立大学が理科系のシェアの過半数を占めてい

る（とりわけ国公立Qの存在感が大きい）。このため，理科系収容力の都道府県間格差は比較

的小さくなるのと同時に，「理科系進学率」の県間分布も，比較的フラットな構造をなすこと

になる。（ただし，県間格差の小ささは，個人間格差の小ささを意味しないことに注意が必要

である。） 

 とはいえ，学力中間層のやや上位（国公立P相当）の大都市圏出身者にとっては，地元の

国公立大学進学機会は非常に限られることになる。特に，大都市圏からの理科系進学者の場

合，入学難易度の高い私立大学（私立Cや私立D）が，「地方在住者にとっての国公立大学」

と同程度の規模で，重要な進学の受皿となっている。 

 

（３）大学立地の「中心・周辺」構造が生み出す地域間移動 

 第三に，大学立地は都市規模により，言わば「中心・周辺」構造をなしており，それが地

域間の進学移動の大きな流れを作り出している。先に触れたように，三大都市圏や，地方で

大学の集積した道県（そのほとんどが政令指定都市を有する）ほど，国公立も私立も，入学

難易度の高い大学が立地している。つまり都市規模の大小と，入学難易度の高低とが，一定

程度対応しているということである。このことに加えて，入学難易度の高い大学ほど，より

広域から入学者が集まることから，地方から大都市圏への進学や，地方から地方（その中で

も大学集積地）への移動，そして大都市圏から地方への「人の流れ」を生じさせる。もっと

も，大都市は人口そのものが多いから，大都市圏や政令指定都市（を有する道県）に立地す

る大学（特に私立）には，地元の出身者が多くなる。 

 大学の入学難易度と進学移動の関係を見れば，まず，大都市圏所在大学，地方所在大学と

も，また国公立と私立のいずれも，基本的には入学難易度が高くなるほど，入学者は県内出

身者の比率が低い。このことと対応して，大都市圏出身者，地方出身者のいずれも，また国

公立と私立の両方について，やはり入学難易度が高いほど，県内進学の比率は低くなる傾向

がある。 

特に，地方出身者の場合，国公立でも私立でも，入学難易度の高い大学への進学者ほど県

外，それも大都市圏に移動する者の比率が高い。もっとも，難易度の最も低い類型の私立A

への進学でも，県内進学は男女とも半分程度にとどまり，「県外のうち地方」への進学も多い。

「県外のうち地方」に進学する者の比率は，難易度が低い類型ほど多いことから，学力の面

で相対的に入学が容易な進学先であれば，比較的近距離の県に見つけられるものと考えられ

る。（なお，地方出身者のうち，地方Aに比べ，大都市圏から遠方にある地方Bの方が，より

大都市圏には出ていかずに県内か，県外でも地方所在の大学（その多くは近県と考えられる）

に進学している。特に私立大学進学の場合，どの大学類型でもこの傾向が見られる。） 
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次に，人口の多い大都市圏や，地方の大学集積地の道県の特徴については，まず大都市圏

所在大学（国公立Qを除く）の入学者の多く（7割弱）が，「地元」出身ということが挙げら

れる。（「地元」とは大都市圏の場合，「県内」に，東京圏４都県間や大阪圏３府県間の移動

を意味する「域内」を加えたものを指し，地方では「県内」を指す。）また，「地方X」所在

大学の方が，「地方Y」（北海道，宮城，石川，岡山，広島，福岡の6道県を除く地方の33県）

に比べ，どの大学類型でも，県内出身者の比率は高い。人口の多い大都市の大学とは，ロー

カルな存在なのである。（なお，地方所在の私立A・Bも，県内出身者の比率が６割と高い。

実は，地方所在の国公立P・Qや私立C・Dが，最も「ノン・ローカル」な大学と言える。） 

 人口の多い大都市は，近隣の（より人口が少ない）県に影響を及ぼさずにはおかない。実

際，国公立大学も，私立大学も，人口の多い大都市（福岡など，地方の大都市を含む）を抱

える県の近隣の県では，大学入学者に占める県内出身者の比率が低い。また，大都市圏の近

隣に位置する県では，大学類型によらず「県外のうち大都市圏」出身者の比率が高く，地方

で大都市を擁する県やその近隣の県では，大学類型によらず「県外のうち地方」出身者の比

率が高い。（国公立Qは傾向が異なり，地方で国公立Qの収容力が比較的高い県で，「県外のう

ち地方」出身者の比率が高い。） 

一方，大都市圏の特徴を進学者の側から見ると，大都市圏出身者の方が，地方出身者より

も，国公立Pを除く全ての大学類型で県内進学の比率が高い。また，大都市圏出身者は「地

元」進学が多い。私立大学進学者は，実に９割を「地元」進学が占める。国公立Qも，男女

とも約７割が「地元」進学であった。大都市圏は，これらの大学類型の収容力が大きいため

である。一方，国公立Pの場合，「地元」進学は男子の４分の１，女子の半数にとどまる。 

特に，私立大学進学について個別の県の状況を見れば，北海道，宮城，愛知，広島，福岡

など大都市を抱える県で，県内進学者の比率が高い。一方，茨城や山梨，滋賀，奈良など三

大都市圏に近い県では「県外のうち大都市圏」への進学が多い。地方で私立B・Cが比較的多

く集積する宮城，石川，広島，福岡などから近い県では，「県外のうち地方」への進学が多く

なっている。 

 

（４）専門職養成の分野に見られる入学難易度以外の論理 

 第四に，職業資格の取得に結びついた専門職養成分野の場合，入学難易度の違いのみでは

説明できない部分も多い。そもそも，本研究が事例に取り上げた「教員養成学部」（『学校基

本調査』の定義による）の場合，偏差値の違い（分布の広がり）が小さかった。国立の教員

養成学部は，国立Pのシェアが大きく，私立大学は，私立Cのシェアが大きい一方（私立Bも

やや多い），国立Qや私立A・Dは少ない。（本研究が用いたデータでは，公立「教員養成学部」

は見られないため，「国公立P」，「国公立Q」をそれぞれ「国立P」，「国立Q」と表記している。）

私立Cの存在感は特に地方で大きく，地方国立大学と併願し，最終的には私立大学に進学す

ることになった教員志望者の受皿として機能している可能性をうかがわせる。 

教員養成分野は，『学校基本調査』の「教員養成学部」入学者数のうち８割を国立大学が占

め，残りの２割が私立大学となっている。単に専門職養成というよりも，国立大学，中でも

「国立P」の占める割合が非常に高い専門職養成分野と言える。そのため，国立大学全体の

特徴と似て，教員養成学部の収容力は大都市圏よりも地方で大きく，教員養成学部への進学
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率も，大都市圏より地方の方が高い。さらに，大学進学率全体の水準が低い県で教員養成学

部進学率は高いことや，特に女子において，中学生の学力水準の高い県ほど，また，所得水

準の低い県ほど教員養成学部進学率が高いことは，国立大学進学率全体の特徴に似ている。 

 進学移動に着目すれば，やはり国立大学全体の特徴と同様に県外進学は多く，地方出身者

でも県内進学は半数にとどまる。反対に，大都市圏から地方の国立大学への進学も少なくな

い。 

それでも，教員養成学部は「地元」出身者の比率が全体より高い。（「地元」の定義は先述

したものと同じ。）また，進学者も全専攻分野に比べ，「地元」進学が多い。よって教員養成

学部は，相対的にはローカルな存在と言える。これらのことは，男子より女子の方が教員養

成学部進学率は高いこととも関係していよう。 

とはいえ，専門職養成の分野は，入学難易度とは全く異なる論理で動いている，とまでは

言えない。入学難易度の高い大学・学部ほど，入学者に占める県内出身者の比率が低い傾向

は，国立大学の教員養成学部にも該当する。また，地方から，大都市圏の国立Qや私立Bへの

進学移動も多い。専攻分野を区別しない「全体」で見られる特徴が，教員養成分野にも一定

程度当てはまるということである。このことは，教員養成学部の入学者の全てが，教員を目

指しているとは限らないことを示唆する。 

 

（５）大学入学者の学力分布の両端で生じる大学進学率の男女差 

第五に，大学進学率の男女差に着目すれば，これは入学難易度の最も高い類型である国公

立Qや私立D，そして最も低い私立Aに入学する女子が，男子よりも少ないために生じている。

他の類型（国公立P，私立B・C）では，男女差は小さい。これは，地域間の進学率格差の背

景に見られたような，いわゆる地方国立大学のカバーしない部分で格差が生じる構図と同じ

とも言える。国公立大学の入学者数は，全体として入学難易度が高い方に，私立大学は低い

方に多く分布しており，国公立Qを選ばない女子が多いことも大学進学率，そして国立大学

進学率の男女差を生じさせる一因とも考えられる。（国公立Qには理科系が多いことも，以上

の背景の一つと見られる。） 

進学先地域について見れば，女子は男子よりも県内進学が多く，特に学力中間層（国公立

Pや私立B，私立C）の場合で顕著となっている。そのこともあって，地方所在大学の入学者

の構成は，どの大学類型でも，より遠方に住む女子のシェアほど低くなるという特徴がある。

大都市圏所在大学でも，国公立Qや私立Aは，より遠方の女子ほど入学者数に占めるシェアは

小さい。 

ただし，教員養成学部の入学者の場合，全専攻分野で見られた傾向とは異なって，入学難

易度の高い国立Qでも，女子率は過半数と高い。さらに，「より遠方の女子ほど国公立Qに入

学してこない傾向」も，教員養成学部に関しては余り見られない。よって，女子が常に「難

易度の特に高い大学を忌避する」ということではなく，専攻分野や資格取得との結びつきの

有無，卒業後の就業条件（働き続けやすいか）などに依存する可能性が示唆されよう。 

 


